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１ 労働委員会の組織・運営 

（１）組織 

【設置根拠等】地方自治法第１８０条の５，労働組合法第１９条の１２の規定に基

づいて設置された行政委員会 

【構    成】公益を代表する公益委員，労働者を代表する労働者委員及び使用者

を代表する使用者委員各５人の計１５人をもって構成される合議制

の機関 

【委員の選任】知事が任命 

公益委員 （５人）：使用者委員及び労働者委員の同意 

労働者委員（５人）：労働組合の推薦 

使用者委員（５人）：使用者団体の推薦 

【委員の任期等】任期２年の非常勤の特別職 

【会    長】公益委員の中から全委員によって選挙 

（２）運営 

   委員全員による総会及び公益委員による公益委員会議を月２回開催し，係属事件に

係る報告・協議，不当労働行為事件の審査などを行っている。 

 

 第４７期（平成31年３月１日～令和３年２月28日）委員名簿（令和２年６月30日現在） 

区分 氏   名 現            職 

公 
益 
委 

員 

会長 

河  野     隆 
公認会計士 

会長代理 

二 國 則 昭 
弁護士 

飯 岡 久 美 弁護士 

岡 田 行 正 広島修道大学商学部教授 

山 川 和 義 広島大学大学院人間社会科学研究科教授 

労 

働 

者 

委 

員 

今 井 育 子 日本教職員組合広島特別執行委員 

大 野 真 人 ＪＦＥスチール福山労働組合執行委員長 

内 匠 雅 也 マツダ労働組合執行委員長 

久 光 博 智 日本労働組合総連合会広島県連合会会長 

山 﨑 幸 治 自治労広島県本部中央執行委員長 

使 

用 

者 

委 

員 

小 松 節 子 (株)メンテックワールド代表取締役 

塩 満 和 彦 ＭＨＩパーソネル(株)顧問 

中 野 博 之 広島県経営者協会専務理事 

西   浩 一 広島化成(株)取締役社長 

安 井 千 明 芸陽バス(株)代表取締役社長 

※ 会長，会長代理を除き五十音順。 
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２ 委員会の業務 

  委員会は，労働組合法，労働関係調整法及び地方公営企業等の労働関係に関する法律

並びに広島県個別労働関係紛争のあっせんに関する条例等に基づき，中立・公正な立場

で，労使間の紛争処理，労働者個人と事業主間の紛争解決支援などに当たっている。 

平成２４年度からは「広島県労働委員会新たな展開プラン」に基づき，幅を広げた取

組を進め，平成３０年度からはその理念を恒久的な「広島県労働委員会活動指針」とし

て位置付け，年度単位の事業計画でＰＤＣＡサイクルを回しながら，事業の一層の計画

的な推進に取り組んでいる。 

 

(1) 判定機能と調整機能 

区     分 内       容 

判 

定 

機 

能 

不 当 労 働 行 為 の

審 査  

使用者の行為が不当労働行為（不利益取扱い，団体交渉拒

否，支配介入）に該当するかどうかを審査し，救済命令等を

発出する。 

労働組合の資格審査 

労働組合が，不当労働行為の救済申立てや法人登記などを行

う場合に，当該労働組合が一定の要件を備え，労働組合法の

規定に適合しているかどうかについて審査する。 

地方公営企業等の非 

組合員の認定・告示 

地方公営企業等の職員のうち，使用者の利益を代表するため

非組合員とすべき者を認定して告示する。 

公益事業に関する争議 

行為予告義務違反の審査 

公益事業（運輸・郵便・電気通信・水道・電気・ガス・医

療・公衆衛生）に関する争議行為の予告義務違反の疑いのあ

る事実を審査し，警告又は処罰の請求を行う。 

調 
整 
機 

能 

労 働 争 議 の 調 整 

（あっせん･調停･仲裁） 

労働組合と使用者間の，組合活動，賃金及びその他の労働条

件等に関する紛争の解決のための援助を行う。 

労 働 争 議 の  

実 情 調 査  

争議行為の予告通知があった場合などに，いつでも調整活動

に入れるよう，実情を調査・把握する。 

個 別 労 働 関 係 

紛 争 の あ っ せ ん 

労働者個人と事業主間の，賃金，職場環境及びその他の労働

条件等に関する紛争の解決のための援助を行う。 

 

《労働委員会活動指針の概要》 

 

委員会のミッション  取組の方向性 

 公･労･使からなる三者構成の強みを生かし

労使間の健全で円滑な関係の構築に向け， 

・ 集団的労使紛争処理の専門機関として，

事件を公正，迅速，的確に処理 

・ 個別労働関係紛争事件は他の処理機関

等と連携し，実情に即し迅速・適正に解決 

・  情報発信等を通じて問題解決スキルや

知識向上を図り，自律的紛争解決を支援 

 ①迅速・的確な集団的労使紛争の処理 

②多様化する個別労働関係紛争への対応 

③自律的な紛争解決の支援 

④労働委員会活動に係る情報発信の推進 

⑤委員・事務局職員の資質向上 

 

※毎年度，事業計画を作成し，ＰＤＣＡ方式

により目標達成状況を把握しながら実施 
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(2) 紛争処理等の状況 〔令和２年（１月～６月）〕 

 

                         （令和２年６月 30 日現在） 

区     分 
前年から 

の繰越し 
新規係属 計 終 結 

平均所要日数 

≪目標期間≫ 

(実 績) 

判 
 

 

定 
 

 

機 
 

 

能 

不当労働行為の審査 
３ 

（３） 

１ 

（３） 

４ 

（６） 

１ 

（３） 

≪1 年≫ 

(２２４日) 

労働組合の資格審査 
２ 

（３） 

１ 

（４） 

３ 

（７） 

１ 

（５） 

 

－ 

地方公営企業等の非 

組合員の認定・告示 

１ 

（０） 

０ 

（１） 

１ 

（１） 

１ 

（０） 

 

－ 

公益事業に関する争議 

行為予告義務違反の審査 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

 

－ 

中 央 労 働 委 員 会  

再 審 査          

１ 

（０） 

１ 

（１） 

２ 

（１） 

０ 

（０） 

 

－ 

行 政 訴 訟          
１ 

（１） 

０ 

（２） 

１ 

（３） 

１ 

（２） 

 

－ 

調 
 

整 
 

機 
 

能 
労
働
争
議
の
調
整 

あ っ せ ん       
３ 

（０） 

０ 

（９） 

３ 

（９） 

３ 

（６） 

≪９０日≫ 

(４８日) 

調 停       
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 
－ 

仲 裁       
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 
－ 

労 働 争 議 の  

実 情 調 査          

４ 

（３） 

２１ 

（３５） 

２５ 

（３８） 

１９ 

（３４） 
－ 

個 別 労 働 関 係 

紛 争 の あ っ せ ん 

４ 

（１） 

２ 

（１５） 

６ 

（１６） 

６ 

（１２） 

≪３０日≫ 

(４８日) 

※１  単位は件数 

 ※２ （ ）内は，前年（平成３１年１月～令和元年１２月）の事件処理状況 

※３ 平均所要日数欄は，目標期間を設定している事項について，上段に≪ ≫で目標

期間を，下段に( )で前年（平成３１年１月～令和元年１２月）の実績を記載 
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(3)労働委員会活動指針に基づくその他の取組 

① 労使関係セミナーの実施 

  県・国・民間の労働相談・紛争解決制度の関係機関で結成した「労働紛争解決ネ

ット広島」で，県民向けのセミナーを１０月に実施予定 

 ② 自律的な紛争解決のサポート 

  ア 出前講座の実施：労働組合，学校等を対象に出前講座を実施 

  イ 機関紙への寄稿：広島県経営者協会や連合広島等の機関紙で具体的紛争事例を解説 

③ 事件処理の振り返りと関係機関との連携強化 

ア 事件処理の一層の迅速化・的確化に向けて，課題やノウハウの共有と改善策検討

を行う事件終了時の振り返りの充実 

イ 「労働紛争解決ネット広島」構成機関との連携の一層強化に向けた新たな取組や

方策についての協議・働きかけ 

 

３ 事務局の組織及び職員数 

 会長の同意を得て知事が任命する事務局長及び必要な職員が配置されている。 

 

 

 
 
  

  

 

          

 

４ 令和２年度当初予算 

    （款）労働費   （項）労働委員会費               （単位：千円） 

 

目 
令和２年度 

予算額 

令和元年度 

予算額 
増減額 

令和２年度の財源内訳 

説    明 特定財源 
一般財源 

国庫支出金 その他 

委
員
会
費 

 

 44,936 

   

 

 

 

 44,894 

   

 

 

 

42 

 

  0 

 

 

    0 

 

 

 44,936 

 

 

 

１ 委員報酬  39,221 

２ 委員会の運営，不当

労働行為事件の処理及

び労働争議の調整等に

要する経費   5,715 

事
務
局
費 

 

108,672 

 

 

110,869 

 

 

▲2,197 

 

0 

 

0 

 

 

108,672 

 

１ 職員給与費 107,307 

２ 事件処理及び，事務 

局職員の研修，会議出 

席等に要する経費          

1,365

計 153,608 155,763 ▲2,155 0 0 153,608 

参 事 

【調整担当】 ４人 

【審査担当】 ４人 

労 働 委 員 会 事 務 局 の 組 織 図 

【総務担当】 ２人 

 

参 事 

合同総務課  労働委員会事務局 

  監査委員事務局 

        人事委員会事務局   

事 務 局 長 武田 直也 

事務局次長 山本 泰之 

課 長 道下 三保 

 

主任労働監 倉迫由美子 
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５ 令和２年度５月補正予算 

    （款）労働費   （項）労働委員会費               （単位：千円） 

 

 

目 
令和２年度 

予算額Ａ 
補正額Ｂ 補正後の額（Ａ+Ｂ） 

委員会費  44,936 ▲549  44,387 

事務局費 108,672   0 108,672 

計 153,608 ▲549 153,059 


